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特 集 

 平成 29 年「全社協福祉懇談会 ～ともに生きる豊かな福祉社会をめざして～」、

300人が集う 
 

Topics 
 「社会福祉制度の変革期に、一層の飛躍を期す」～全社協アニュアルレポート 2016-2017 
 

 「新しい社会的養育ビジョン」について協議～全養協特別セミナー 
 

 地域住民や関係機関とともに、より良い地域をめざして～第 27回 全国地域包括・在宅介護支援

センター研究大会 
 

 全国経営協がめざす人材マネジメントの実現に向けて～平成 29 年度 社会福祉法人人材マネジ

メント講座 
 

 重点講義で試験勉強のスタートダッシュを効率的に～第 30 回社会福祉士国家試験対策重点講

義（ロフォスＡ・Ｂ日程） 
 

 採用・育成・定着の人材マネジメントを学ぶ～平成 29年度施設長実学講座（第 3回） 
 

 自国の取組状況と課題を報告、相互研さんをはかる～修了生地域セミナーを開催(インドネシア) 
 

 

 

社会保障・福祉政策情報 
 
インフォメーション 

利擁護・虐待防止セミナー、職場研修担当者研修会 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
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■ 平成29年「全社協福祉懇談会 ～ともに生きる豊かな福祉社

会をめざして～」、300人が集う 
 

全社協は、10月5日に全社協・灘尾ホールにおいて「ともに生きる豊かな福祉社会

をめざして」をテーマに、今年で第3回目となる「全社協福祉懇談会」を開催しました。 

加藤 勝信 厚生労働大臣、松山 政司 

一億総活躍担当大臣、高木 美智代 厚生

労働副大臣をはじめ、多くの国会議員、厚

生労働省関係局・部長・課長、学識者など

の来賓にご臨席いただき、都道府県・指定

都市社協、各種別協議会や福祉関係団体

の役員等、300名の福祉関係者が参集し、

要望・提言、懇談を行いました。 

本懇談会は、少子高齢化、人口減少社会

が急進し、福祉ニーズが多様化・増大する

なか、一億総活躍社会の実現に向けた今日

的な社会福祉政策のあり方について、幅広く意見交換を行うとともに、わが国の社会

福祉の増進のために関係者が一丸となって福祉活動に取組んでいくことを目的に、全

社協の主催により、構成組織をはじめ社会福祉関係団体に呼びかけ開催したもので

す。 

開会にあたり、全社協 斎藤 十朗 

会長は、挨拶のなかで、ご臨席の来

賓、全国各地から参加いただいた福

祉関係者に感謝の意を表するととも

に、「消費税増税分の使い道につい

て、社会保障・社会福祉、教育の分

野に厚くまわしていく、ということが大

きな争点であるが、私どもは従来から

そのような主張・要望をしていることであり、ぜひ実現していただきたい」とし、また「社

会福祉法人制度改革については、今後は新しいステージに挑戦していく必要がある」、

さらには「年末にかけての予算編成、介護・障害サービス等報酬改定等において実の

ある成果が得られるよう、我われ自身がしっかりと取組んでいくとともに、今日お集まり

特 集 

福祉懇談会 

全社協 斎藤会長 挨拶 
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の先生方にもご支援いただきたい」と述べました。 

来賓として、加藤 勝信 厚生労働大臣並びに松山 政司 一億総活躍担当大臣に

ご挨拶を賜り、さらにご臨席いただいた国会議員を代表し社会福祉推進議員連盟会

長 衛藤 晟一参議院議員から、社会福祉の増進のためにともに取組んでいく旨のご

発言をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて、全社協 磯 彰格 副会長（全国社会福祉法人

経営者協議会会長）から、ともに生きる豊かな福祉社会を

めざして、社会保障・社会福祉制度拡充のための財源確

保や福祉人材の確保、育成・定着等の対策の抜本的強化

等を柱とした提言・要望を行いました。 

『全社協福祉ビジョン 2011』が謳う「ともに生きる豊かな福

祉社会」をめざすには、福祉基盤のさらなる拡充とともに、

社会福祉関係の一層の連携・協働が必要であり、日本

の福祉向上に向けて、想いを新たに、力を尽くしていことを確認しました。 

 

また、今年度は「福祉懇談会」に

先立って中央大学法学部教授 宮

本  太郎  氏を講師にお招きし、

「『地域共生社会』をどうつくりだす

か？社会福祉法人の課題」と題する

講演会を開催し、約 180 名が聴講し

ました。 

宮本教授は、「地域共生社会」ビ

ジョンは、1990 年代以来の福祉改革の総まとめであり、「支える・支えられる」を超えた

加藤厚生労働大臣 挨拶 

講演 

松山一億総活躍担当大臣内閣

府特命担当大臣(少子化対策) 

挨拶 

衛藤参議院議員 挨拶 

全社協 磯副会長 提言・要望 
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共生の保障からまちづくりの展開という流れは社会福祉法人改革と一体のものとして、

さまざまな取組の事例を交えながら、社会福祉法人をはじめとする全国の福祉関係者

のさらなる取組みに期待するものと述べられました。 
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平成 29年 10月 5日 

ともに生きる豊かな福祉社会をめざして 
社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

全国社会福祉協議会は、社会福祉協議会、社会福祉法人・福祉施設、民生委員・児童委
員、関係福祉団体との連携・協力のもと、すべての人びとが地域、暮らし、生きがいをともに創
り、誰もが活躍できる一億総活躍社会の実現、地域共生社会の構築に向けて、多様化・深化
している福祉ニーズや生活困窮問題等の解決のための支援・援助とそのネットワークづくり、
地域コミュニティの育成等の福祉活動を展開してきております。 
つきましては、全国での福祉活動の基盤となる全世代型の社会保障・社会福祉制度の充

実・安定化をはかられますよう、次の事項について要望いたします。 

要望事項 

一 社会保障・社会福祉制度の拡充のための財源確保 

子育て、介護をはじめとする福祉ニーズの更なる増大に対応するため、消費税の引き上げを

予定どおり実施され、社会福祉諸制度にかかる安定的な財源を確保してください。とくに、子ど

も・子育て支援新制度のもと、待機児童解消への緊急整備、保育の質を確保するため保育士等

の処遇改善と職員配置基準の引き上げ、および要保護児童の養育と自立を支援する社会的養

護体制の再構築に必要な財源を確保してください。 

一 介護報酬、障害サービス等報酬の確保 

介護の重度化や増加する認知症への対応、障害者・児の地域生活支援、就労支援等の良質

な福祉サービスを行うことができるよう、適切な次期報酬改定を確保してください。 

一 福祉人材の確保、育成・定着等の対策の抜本的強化 

介護職員をはじめとする福祉人材の処遇向上や労働環境の改善、修学資金等貸付の充実

等によるキャリアアップや資格取得の促進、介護未経験者に対する入門的研修の充実等による

多様な人材の活用とともに、働きやすくやりがいのもてる職場づくりのための総合的な施策、福

祉の仕事への社会的評価向上への取組を強力に推進してください。 

一 「地域共生社会」の構築に向けた包括的支援体制の整備 

生活困窮者自立支援制度の拡充とともに、社会福祉協議会による総合的な相談支援体制の

整備や専門人材の養成・確保、日常生活自立支援事業の強化をはかってください。また、地域

で支援を必要とする人びとを支える社会福祉法人・福祉施設の連携・協働による公益的取組の

促進や、民生委員・児童委員制度の充実をはかってください。 

一 社会福祉法人の経営基盤・環境整備の強化 

全国で 2 万を超える社会福祉法人が、それぞれの地域において福祉基盤として福祉サービ

スの継続的な提供や、地域での公益的な取組の主導的な役割を果たすことができるよう、税制

の堅持を含めて社会福祉法人・福祉施設の安定的な経営に必要な措置を講じてください。 

一 福祉制度の堅持・福祉サービスの質の確保・向上 

構造改革特区や国家戦略特区では、待機児童対策を中心として特例的な規制緩和が講じら

れていますが、とくに乳幼児の生命を守り、育ちを保障するため、既成事実化しないことはもとよ

り、さらなる福祉サービスの質の確保・向上をはかってください。 
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 「社会福祉制度の変革期に、一層の飛躍を期す」～全社協ア

ニュアルレポート 2016-2017 
 

全社協(政策企画部広報室)では、本会及び

種別協議会等構成組織の重点的事業や活動

内容とその実績等を説明・紹介し、社会福祉

への理解と協力をいただくことを目的にアニュ

アルレポート(年次報告書)を発行しています。 

「全社協アニュアルレポート 2016-2017」で

は、変革期にあっての、各分野の重要テーマ

を特集としてご紹介しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特集 1「民生委員制度創設 100周年を迎えて～これからの民生委員・児童委員活

動に向けて～」 

全国民生委員児童委員連合会 会長 得能 金市 

民生委員制度 100 年の歴史とともに、今日における少子高齢化や多様化・複雑化

する人びとの生活課題・福祉課題に向き合う民生委員・児童委員活動の現状と課題を

紹介しています。また、今後の民生委員・児童委員の円滑な活動展開のための活動

環境整備等の必要性を発するとともに、全国 23 万人の民生委員・児童委員が、引き

続き、地域における「よき隣人」として活動をしていくことを期すものとしています。 

 

 

Topics 
 

↑画像をクリックすると全社協アニュア
ルレポートをご覧いただけます。 

 

http://www.shakyo.or.jp/tsuite/jigyo/annualreport/pdf/annual_2016-2017.pdf
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特集 2「2025 年に向けた福祉制度改革の課題～地域共生社会を実現するために～」

全社協政策委員会 委員長 井手之上 優 

わが国の社会保障・福祉制度改革の動向とともに、全社協政策委員会のこれまで

の取組みと今後の重要政策課題、とくに、規制改革等の福祉基盤を崩しかねない動き

への取組姿勢を表すとともに、福祉サービスを利用する人々、支援を必要とする人々

の安心・安全な暮らしを守るために「福祉諸施策・制度の基盤を堅持、発展させること

が必要」、と強調しています。 

 

特集 3「乳幼児の生命を守り、育むために～『新しい社会的養育ビジョン』と乳

児院の課題～」 

全国乳児福祉協議会 会長 平田 ルリ子 

乳児院が果たしている、乳幼児の生命を守ることと、きめ細かな養育や親支援の活

動を紹介しています。さらに、平成 29 年 8 月「新たな社会的養育の在り方に関する検

討会」報告書の課題を取りあげ、重層的な社会的養育体制の早急な整備の必要性等、

今後の方向性について発しています。 

 

特集 4「改正障害者総合支援法施行に向けて～これからの障害者福祉施設の役割～」 

全国身体障害者施設協議会 会長 日野 博愛 (以下、「身障協」) 

平成 30 年度に施行の改正障害者総合支援法のもとに、身障協の障害者、その権

利擁護を基本とする重点事業等について紹介しています。とくに、「本人が望む生活」

を実現するための「ケアの質の向上」、互いに尊重しあう共生社会の実現に向けた「権

利擁護」に一層、力を注ぐものとしています。 

 

特集 5「生活困窮者自立支援法および生活保護法の見直しへの対応～救護施設に

おける取り組みと課題～」 

全国救護施設協議会 会長 大西 豊美 

生活保護・生活困窮者自立支援の現状及び制度・政策動向を踏まえたうえで、救

護施設の取組みを紹介しています。とくに、就労支援や総合相談支援といった救護施

設の機能強化とともに、今後ともセーフティネットとしての施設の役割と可能性を高め

ていくとの方向性を発しています。 

 

全社協アニュアルレポート 2016-2017は、下記の URL よりご覧ください。 

http://www.shakyo.or.jp/tsuite/jigyo/annualreport/pdf/annual_2016-2017.pdf 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると全社協アニュアルレポートへジャンプします。 
 

http://www.shakyo.or.jp/tsuite/jigyo/annualreport/pdf/annual_2016-2017.pdf
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■ 「新しい社会的養育ビジョン」について協議～全養協特別セミ

ナー 
 

全国児童養護施設協議会（会長 桑原 教修／以下、全養協）では、10 月 10 日

（大阪会場）及び 10月 11日（東京会場）に、全養協特別セミナーを開催しました。 

冒頭、加藤 秀郷全養協副会長が開会挨拶し、「8 月 2 日に『新しい社会的養育ビ

ジョン』が公表されたが、現場の意見を十分聴くことなく数値目標や施設への新規入

所措置停止等の文言が盛り込まれたことに対して、憤りや不安の声があがっている。

私たちは、これまでの実践を踏まえて、今後の社会的養育の実践や制度のあり方につ

いて、現場から発信していく必要がある。」と述べました。 

最初のプログラムでは、「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」の座長を務

めた国立成育医療研究センターこころの診療部長の奥山 眞紀子 氏、構成員として

「新しい社会的養育ビジョン」（以下、「ビジョン」）のとりまとめに携わった、福岡市子ど

も総合相談センター所長の藤林 武史 氏、社会福祉法人 山梨立正光生園 理事

長で山梨県立大学特任教授の加賀美 尤祥 氏からビジョンに関する説明がありまし

た。 

その後、伊山 喜二全養協副会長（大阪

会場）、武藤 素明全養協副会長（東京会

場）の進行により、事前アンケートの内容も交

えながら参加者との質疑応答が行われまし

た。 

会場からは、里親委託率の目標値や施設

入所期間の区切りについて、その根拠や妥

当性、実現可能性を問う声があがりました。

また、施設における養育が必要とされる「ケ

アニーズの高い子ども」をだれがどのように

判断するのか、といった問題や重篤な課題のある高年齢児へのケアのあり方、ますま

す高い専門性が求められる職員の確保・育成、里親を増やしていくための方策、継続

的な対応を可能にするための児童相談所の体制強化の必要性、一時保護の体制等、

幅広く意見が交わされました。 

次に、内閣官房内閣審議官（厚生労働省子ども家庭局併任）の山本 麻里 氏より

行政説明があり、児童福祉法改正を受けた制度の動き、ビジョンの具体化に向けた厚

生労働省の取組み、平成 30年度予算概算要求の概要等について説明されました。 

山本審議官は、ビジョンに示された数値目標について、「一人ひとりの子どものニー

ズや状況を無視して機械的に施設入所を止めたり、機械的に里親委託をしたり、期限

参加者との質疑応答の様子(東京会場) 
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が来たから施設を退所させるというようなことではない。この数値目標の意味するところ

は、子どもの権利を守る取組みの推進に向けて、国や自治体に意識変革を投げかけ

たものと受け止めている。」と述べられました。 

最後に桑原 教修全養協会長からは、「ビジョンの検討にあたって、全養協から検

討会に参画できなかったのは本当に残念なことである。加えて、とりまとめの段階で関

係者の意見を聴く機会が設けられなかったことについては強い憤りを感じている。現

場で誠実に取組んでいる施設がちゃんと評価されなければならない。」としたうえで、

「ビジョンで示されたことの多くは、私たちの双肩にかかっている。数字合わせであって

はならないし、多機能化も重要なことだが、単にメニューに飛びついて、これまで積み

上げてきた児童養護施設としての『養育』をおざなりにしてはならない。今後、社会的

養育専門委員会等の検討を通じて、会員施設の声を生かす努力をしていきたい。そ

のためにも、政策の動向に注目し、意見を寄せていただきたい。また、全養協として児

童養護施設の近未来像を検討していく取組みもすすめたい。」と述べました。 

 

 

■ 地域住民や関係機関とともに、より良い地域をめざして～第

27回 全国地域包括・在宅介護支援センター研究大会 
 

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会(会長 青木 佳之)では、9月 25～26

日、長崎市において全国地域包括・在宅介護支援センター研究大会を開催し、全国

から約 350名のセンター職員や関係者が集いました。 

初日には、「災害に備えるために地域包括・在宅介護支援センターが取り組むこと」

をテーマにシンポジウムを行い、熊本地震をはじめ、被災地で取組みを行っているセ

ンター関係者からの報告を踏まえつつ、地域包括・在宅介護支援センターにおける災

害時の役割や災害に備えた日ごろからの取組みについて考察しました。 

第 2 日の午前には、「認知症高齢者等が安心して暮らすことのできるまちづくり」「生

活支援コーディネーターと連携した取り組み」をテーマとした実践報告を行い、各地の

取組みや課題を共有しました。午後には、「医療・介護の連携によるまちづくり」(講師：

医療法人白髭内科医院院長／認定NPO法人長崎在宅Dr.ネット事務局長 白髭 豊 

氏、「『我が事・丸ごと』地域共生社会の実現に向けた地域包括・在宅介護支援セン

ターの役割」(講師：金沢市地域包括支援センターとびうめセンター長／厚生労働省

「地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会

（地域力強化検討会）」委員 中 恵美 氏)をテーマとした分科会にて、講師による講
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義も踏まえ、各報告者からの取組紹介を通じ、関

係機関との連携のあり方や地域づくりにおけるセ

ンターの役割等について学びを深めました。 

また、期間中には九州ブロックを中心に 23 のセ

ンターによるポスターセッションが実施され、各地

の取組みについて活発な情報交換が行われまし

た。 

 

 

■ 全国経営協がめざす人材マネジメントの実現に向けて～平成

29年度 社会福祉法人人材マネジメント講座 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格）では、10 月 4～5 日に「社会福

祉法人人材マネジメント講座」を東京都内にて開催し、251名の参加がありました。 

初日は、はじめに、全国社会福祉法人経営者協議会 研修委員会 直井 修一委

員長より「アクションプラン 2020 がめざす『トータルな人材マネジメントの実現』とは」と

題し、人材マネジメントに関する実務的な内容を学ぶ前段として、全国経営協会員法

人がめざす「トータルな人材マネジメントの推進」実践のポイントと基本的な考え方につ

いて解説いただきました。 

続く講義Ⅰでは、HRM-LINKS 

Co.,Ltd. 人事コンサルタントの綱川 

晃弘 氏から「福祉業界における労

務管理上の課題と対応」と題し、主

に労務管理についてのご講義いた

だきました。講義では、労働基準法

や労働安全衛生法などの主要労働

法令の捉え方に加え、各種手当や

休暇の付与などに関する解説も行

われ、法人での労務管理の課題を

いかに解決し、コンプライアンス意識を向上させるかについて学びました。 

2 日目の講義Ⅱでは、前日に引き続き綱川 晃弘 氏から「人事管理を支える制度

の理解と構築方法」と題し、主に人事管理についてのご講義をいただきました。人事

管理の機能や人事管理を支える制度としての評価制度や賃金制度のあり方について

と、その具体的な制度設計について解説をいただき、職員のキャリアパス形成やモチ

ベーションアップについて学びました。 

講義の様子 

ポスターセッション 
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全体を通じて、人事管理と労務管理の両方の側面から「魅力ある職場づくり」を行う

ことで、職員の帰属意識を高めていくことが、法人の存在とミッションの実現に繋がって

いくことについて共有、理解する研修となりました。 

 

■ 重点講義で試験勉強のスタートダッシュを効率的に～第 30回

社会福祉士国家試験対策重点講義（ロフォスＡ・Ｂ日程） 
 

中央福祉学院では、平成 29 年度から新規講義として「第 30 回社会福祉士国家試

験対策重点講義」を開催しました。 

本講義は、ロフォス会場での第 2 回面接授業（4 日間にわたる相談援助演習）終了

後、3時間 45分間、試験に頻出する重要ポイントを徹底的に学ぶ講座です。 

9月 18日のロフォス A日程には 47名、10月 9日のロフォス B日程には 54名の第

4期受講生と既卒生が受講しました。 

はじめに、講師の飯塚 慶子先生から出題される課題を解き、その後、わかりやすく

整理いただきました。さらに、効率よく覚える方法等、実際の試験問題の解き方を学び

ました。 

受講者からは「日々の業務に追われ、気持ちばかり焦ってしまっていたが、効率よく

覚えていくコツがわかった」「追い込みで自分のやるべきことが明確になった」という意

気込みを含めた感想が多く寄せられました。 

中央福祉学院では、昨年度に引き続き、本講義をさらに深めた内容で、11 月に全

国統一模擬試験と、試験対策直前講座を下記のとおり開催を予定しています。中央

福祉学院 社会福祉士通信課程卒業生で今年度受験する方は、ぜひご参加ください。 

 

◆第 30回社会福祉士国家試験 全国統一模擬試験 

【日時】  平成 29年 11月 25日（土）13：40～18：15 

【会場】  全社協 5階会議室（千代田区霞が関）※在宅受験も募集中 

【受験料】 5,700円(税込)  

【定員】  140名(東京会場) 

【締切】  12月 28日(木)※ただし、定員に達し次第締切 

【申込・詳細】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course3940.html 

 

◆第 30回社会福祉士国家試験対策 直前講座 

【日時】 平成 29年 11月 25日（土）10：00～13：00、11月 26日（日）9：30～15：10 

↑URLをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course3940.html
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【会場】 全社協 5階会議室（千代田区霞が関） 

【受験料】10,300円(直前講座のみ受講／税込) 

【締切】 11月 15日(水)※ただし、定員に達し次第締切 

【申込・詳細】  

http://www.gakuin.gr.jp/training/course3923.html 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日 9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

 

■ 採用・育成・定着の人材マネジメントを学ぶ～平成 29 年度施

設長実学講座（第 3回） 
 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）は、9月 27～28日、平成 29年度施設長実学

講座（第 3 回）を開催しました。今回は「採用・育成・定着の人材マネジメント」をテーマ

に、全国から 35名の参加がありました。 

両日とも、特定社会保険労務士・アン

ガーマネジメントファシリテーターの山田 

芳子 氏より、人事労務関係法や労務管理

の基礎知識、求人・人材確保の工夫点、指

導方法（叱り方）、魅力ある職場の創り方等

について、講義と演習を行いました。 

参加者からは、「人事労務に関する直近

の情報を得ることができ参考になった」、「ア

ンガーマネジメントについて興味があったため、その演習ができて良かった」との声を

いただきました。 

 

■ 自国の取組状況と課題を報告、相互研さんをはかる～修了生

地域セミナーを開催(インドネシア) 
 

アジア社会福祉従事者研修の修了生が主体的に企画・運営する「修了生地域セミ

ナー」が9月1～5日にインドネシアのバンドンで7ヵ国から23名（韓国3名、台湾2名、

フィリピン4名、タイ2名、マレーシア2名、スリランカ1名、インドネシア9名）の参加を得て

講座の様子 

↑URLをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course3923.html
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開催されました。また、日本の福祉関係者15名がオブザーバとして参加しました。 

今回のセミナーのテーマは「NPOから社会的企業へ＝地域団体・社会福祉団体の

強化」で、各国から訪れた修了生と開催地インドネシアの修了生がそれぞれの国の取

組状況と課題を報告し、質疑応答や意見交換などを通して学び合いました。 

フィールドビジットでは、インドネシアの2つの法人を訪問し、社会的企業活動の実

践について説明を受けるとともに、法人の職員などとの交流も行いました。プログラム

の最後には、バンドンの文化遺産であるアンクラン村を訪問し、インドネシアの伝統音

楽や人形劇などの文化にもふれました。 

修了生と日本からの参加者は、互いの取組みを参考として、それぞれの国で福祉

活動を推進すること、2019年に日本で開催予定の第7回アジア社会福祉セミナーで再

開することを約束してそれぞれの母国に帰国しました。 

【プログラムの概要】 

9月 1日 【歓迎夕食会】 

9月 2日 【レクチャー・プレゼンテーション・ディスカッション】 

「インドネシアの社会的企業」（先進事例等の共有） 

「NGOから社会的企業へ＝地域団体・社会福祉団体の強化」 

＊6ヵ国の修了生が実践事例を発表・討議（英語・日本語） 

9月 3日 【フィールドビジット】 

「ヤヤサン・ウサハ・ミュリア（YUM／ノーブルワーク財団）」 

＊貧しいコミュニティでの地域保健や教育、生活支援事業等 

9月 4日 【フィールドビジット／セミナーのふりかえり】 

「サウダラ・セジワ財団」 

＊学校に通えない青少年への代替教育、家族支援などを実施 

する社会的企業活動の見学 

＊「アンクラン村（バンドンの文化遺産）」訪問＊ふりかえり 

＊さよなら夕食会 

9月 5日 帰国 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  セミナー出席者の集合写真 
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■ 【経済産業省・厚生労働省】「ロボット技術の介護利用における重点分野」を改訂

【10月 12日】 
 

経済産業省と厚生労働省は、ロボット技術の活用により高齢者等の自立支援を実

現するべく、「ロボット技術の介護利用における重点分野」（平成 24 年 11 月策定、平

成 26年 2月改訂）を改訂した。 

http://www.meti.go.jp/press/2017/10/20171012001/20171012001.html 

 
 
 
 
 

 

■ 介護人材に求められる機能の明確化とキャリアパスの実現に向けて【10月 4日】 

介護人材に求められる機能の明確化とキャリアパスの実現に向けて報告書が示さ

れた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000179736.html 

 

■ 第 44回社会保障審議会児童部会【10月 6日】 

社会保障審議会児童部会専門委員会の議論の状況及び児童福祉法の改正、新し

い社会的養育ビジョン、平成 30 年度概算要求の概要等最近の児童福祉行政の動向

等に関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000180015.html 

 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www.meti.go.jp/press/2017/10/20171012001/20171012001.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000179736.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000180015.html
http://zseisaku.net/
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■ 第8回社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」【10月12日】 

子どもの貧困への対応、高齢者に対する支援のあり方、生活保護受給者の健康管

理と医療扶助費の適正化等に関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000180334.html 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000180334.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

●特集「福祉と『食』の関係性」 

『月刊福祉』11月号 

「食」は、福祉と密接な関わりがあり、さまざまな支

援の場で活用されています。 

「食」を通じた支援の現状と課題を明らかにし、これ

からの支援のあり方を展望します。 

特集内容 

【特集の視点】 

山本 たつ子 社会福祉法人天竜厚生会理事長、    

『月刊福祉』編集委員 

【論文Ⅰ】 

子どもの育ちを支える「食」のあり方とは 

川上 栄子 常葉大学健康プロデュース学部 

川上 栄子 准教授 

【レポートⅠ】 

「子ども」の食を「食育」を通して考える―「高齢化」社会の充実に向けた現状と今後に

ついて 

山口 香代子 いただきますプランニング代表 

【論文Ⅱ】 

子ども食堂の現状とこれからの可能性 

室田 信一 首都大学東京都市教養学部准教授 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2929&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2929&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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【論文Ⅲ】 

フードバンク活動の現状と今後の可能性 

日詰 一幸 静岡大学人文社会科学部長 

【レポートⅡ】 

お弁当がつくる「新たなつながり」 ― 配食ひまわりの会原市場 

野田 剛 社会福祉法人飯能市社会福祉協議会地域福祉推進係長 

【レポートⅢ】 

健康長寿日本一の挑戦 ― 「ふじのくにの食育」と特定健診データ分析 

土屋 厚子 静岡県健康福祉部理事［健康経営推進担当］ 

（10月 6日発売 定価本体 971円税別） 
 

●特集「児童虐待防止に向けて、保育者だからできること」 

『保育の友』11月号 

児童相談所における虐待相談対応件数が年間 12

万件（速報値）を超え、保育所等での児童虐待の早

期発見・防止の取組みが一層期待されています。保

育所等で要支援家族に対して支援を行ううえで、発達

などの課題や複雑な事情を抱えている場合もあり、そ

うした親子への理解と共に、保護者とのコミュニケー

ション、信頼関係の構築が重要となります。そして、日

常の関わりのなかから、子どもの変化や保護者の抱え

る悩みをくみ取り、相談のきっかけをつくり、必要に応

じて関係機関につなげていくことも大切です。 

今月号では、児童虐待の現状と課題を踏まえ、

日々の保育を通して、子どもに寄り添えているのか、

保護者との信頼関係が築けているかを再確認しま

す。さらに、必要な支援に早期につなげられるよう、個

別対応などの具体的な関わり方、子どもと保護者の支

援をすすめるうえでの留意点などについて実践事例

なども交えて考えます。 

また、児童虐待防止に向け、全国社会福祉協議会にて 7 月 11～12 日に開催した

「『子どもと保護者の育ちを支えるガイドブック』活用研修会」の参加者の声もご紹介し

ます。 

（10月 10日発売 定価本体 581円税別） 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
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員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 
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